
Ⅰ 予算編成の考え方

Ⅱ 予算規模

(単位：百万円)

増減率

現計予算額 今回補正額 補正後予算額 B (B-A)/A

一般会計 1,183,084 1,145,284 ▲67,383 1,077,902 ▲8.9% 

震災対応分 27,411 24,800 ▲1,478 23,323 ▲14.9% 

特別会計 445,675 443,830 11,162 454,992 2.1%

震災対応分 2,559 2,911 ▲185 2,726 6.5%

準公営企業会計 7,061 6,655 ▲22 6,633 ▲6.1% 

震災対応分 96 97 ▲0 96 0.9%

公営企業会計 33,898 38,663 ▲1,405 37,257 9.9%

震災対応分 30 42 ▲0 42 39.2%

合計(総会計) 1,669,718 1,634,432 ▲57,648 1,576,783 ▲5.6% 

震災対応分 30,096 27,850 ▲1,663 26,187 ▲13.0% 
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令和５年度 ２月補正予算（第５号）案の概要
令 和 ６ 年 ２ 月
宮 城 県

○ 今回の補正予算は、国の経済対策関連経費として、高齢者施設や障害福祉施設の職員の賃金引上げに向けた支援のほか、倉庫事業

者の光熱費への支援や畜産農家に対する配合飼料購入費の追加助成に要する経費を予算化。

○ また、半導体関連産業の市場調査や、半導体製造工場立地に伴う従業員等への生活支援に要する経費を予算化。

○ このほか、所要額の精査や事業の執行状況、財源の確定見込み等を踏まえて計数整理を行うとともに、将来見込まれる財政負担に備え

て特定目的基金への積立を行い、残高を確保。

○ 歳入予算では、県税や地方譲与税、地方交付税などを増額する一方、今後の経済情勢の変化や災害への備えとして財政調整基金の取

崩しを一部取り止め、残高を確保。

※表示単位未満の端数処理により計が一致しない場合がある。


